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研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的

に進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を

中心とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝

炎ウイルス感染者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかり

つけ医）から専門医への紹介がなされないといったことによって、せっかくの抗ウイル

ス療法が導入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生

じている。今回、肝炎ウイルス陽性者が適切に専門医へ紹介される仕組みを構築するこ

とを目的に研究を行った。まず肝炎ウイルス陽性者の専門への紹介の実情や問題点を明

らかにする目的で、石川県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京都府各府県医療機関を対象に

ほぼ共通のアンケート調査を行った。集計が終了した石川県の結果からは、患者サイド

の拒否が専門医へ紹介しない最多の理由であり、陽性者が紹介を断る理由としては高

齢、無症状、面倒、通院困難等が挙げられた。担当医が肝炎ウイルスに感染しているに

もかかわらず治療が不要と判断する理由として高齢、認知症・難治性疾患の存在、肝機

能正常が挙げられた。また妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性者を専門医に対して受

診勧奨を行うシステムを石川県構築し全県下で運用を開始した。さらに石川県では肝炎

ウイルス陽性者の診療情報を、ICTを用いることで拠点病院－肝疾患専門医療機関間で

共有し、拠点病院との共同診療、拠点病院による診療支援を行うシステムを構築し、運

用を開始した。愛媛県では肝炎ウイルス感染高浸淫地区での肝炎ウイルス検査未受検率

を算出したところ最も検査を受けている年代でも約50％は未受診または未把握であるこ

とが明らかとなり、対策が急務と考えられた。また職域での肝炎ウイルス検査受検率の

向上を目指して、愛媛県産業保健総合センターとの連携を開始した。佐賀県では、市町

ごとの妊婦健診での肝炎ウイルス検査に対する取り組み状況を調査し、95％の市町で肝

炎ウイルス検査陽性者を把握しており、80%の市町で産婦人科等による保健指導が行わ

れていることが明らかなった。佐賀県は同県独自の定期検査費用助成制度を開始した。

県の事業では、健康増進手帳を医師の診断書の代用可能とし、さらに住民票の写しや所

得課税証明書の提出を不要とするなどの手続きの簡素化を行い助成件数の飛躍的な増加

を認めた。また疫学班（代表研究者 田中純子）と共同で、8府県（京都、広島、愛

媛、福岡、神奈川、佐賀、岩手、石川）の肝炎対策の取り組みをスコア化し、レーダー

チャートで示すことで「見える化」した。また指標班（代表研究者 考藤達哉）と共同

で病診連携指標を作成し次年度より運用を開始する。次年度は、初年度のアンケート調

査で明らかになった府県ごとの専門医への患者紹介における問題点の改善を図る。 
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A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝細胞がん（肝がん）への進

展阻止が有効に行われている。また、画像

診断を中心とする肝がんのサーベイランス

が行われている。我が国では肝炎対策基本

法、それに基づく肝炎対策指針、また、肝

炎研究 10 カ年戦略など、ウイルス性肝炎

への対策が示されている。 

こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいはサーベ

イランスが実施されていないことが生じて

いる。また、肝炎対策には居住地域による

取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の

構築が必要である。具体的には、それぞれ

の地域に適した肝疾患診療連携拠点病院

（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機関、

非肝臓専門医、行政機関や検診機関、医師

会が一体となった連携体制の確立が必要で

ある。 

石川県では、行政が実施する肝炎ウイル

ス検診が開始された平成 14 年度から、全

国に先駆けて行政及び拠点病院が、検診陽

性者に対して受診状況調査・勧奨を行うフ

ォローアップ事業を行ってきた。この事業

の検証から非肝臓専門医から肝臓専門医へ

の患者紹介が様々な障壁で行われていない

ことが明らかになりつつあり、本研究では

その解決法を考案し、実行する。また肝が

ん死亡率が高い府県（佐賀県、福岡県、愛

媛県、京都府）の拠点病院の研究分担者が、

肝炎ウイルス陽性者の診療連携を進めるう

えでの障壁を府県毎に明らかにし、研究班

全体で共有し解決を図る。本研究班は、肝

炎ウイルス陽性者に対する地域の特性にあ

わせた効率的、効果的対策を行うための参

考となる資料を示す。本研究の成果は、各

地域に適した診療連携体制を確立すること

で、最終的に我が国の肝炎ウイルス陽性者

の受診率の向上と肝炎患者の重症化の予防

に資する。 

 

B. 研究方法 

1) 肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関へ

の紹介に関するアンケート調査：石川

県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京都府

でそれぞれ、肝炎ウイルス陽性者の専

門医療機関への紹介の実情や問題点を

明らかにする目的で、各府県の拠点病

院に所属する分担研究者が中心となっ

て医療機関を対象にアンケート調査を

行った。 

2) 2 医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査（石川県）：石川県内の

2つの私立医療機関で、2013 年 11 月 1

日～2018 年 7 月 31 日までの間に院内

で実施された肝炎ウイルス検査で HCV

抗体陽性であった 158 名を対象として、

その後肝臓専門医の紹介されなかった

陽性者となされた陽性者間で臨床背景

を比較した。 

3) 妊婦健診陽性者に関する研究（石川

県）：石川県、金沢市などの行政、石

川県産婦人科医会の協力をえて、妊婦



3 
 

健診で判明した肝炎ウイルス検査陽性

者を肝臓専門医へ受診勧奨を行うシス

テムを全県下で構築した。金沢市に関

しては、受診勧奨を行った妊婦のフォ

ローアップデータを収集した。 

4) ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有（石川県）：石川

県及び石川県医師会が県内で運用して

いるIDリンクシステムを用いて、拠点

病院-肝疾患専門医療機関間診療情報

共有開始した。対象者は、拠点病院に

よるフォローアップ事業である「石川

県肝炎診療連携」に参加同意した者と

した。また。石川県、石川県医師会、

専門医療機関と合意形成・運用法調整

を行い、2018 年 11 月末から運用を開

始した。ID リンクシステムを利用した

「いしかわ診療情報共有ネットワーク」

による診療情報共有に関しては、「い

しかわ診療情報共有ネットワーク同意

書」を用いて同意を取得した。 

5) 肝炎ウイルス高浸淫地区である I 市、

産業保健総合センターなどとの連携の

状況の検討（愛媛県）：愛媛県内で肝

炎ウイルス高浸淫地区（I 市）におけ

る肝炎ウイルス検診受検率を I 市の健

康管理システムを用いて調査した。愛

媛県産業保健総合支援センターと連携

し職域での肝炎ウイルス検診受検率向

上の取り組みを行った。 

6) 母子手帳交付時の肝炎啓発および市町

の取り組み状況の解析（佐賀県）：佐

賀大学医学部小児科と協力して妊婦に

対する肝炎やその他の感染症を啓発す

るリーフレットを作成し、佐賀県の医

師会及び小児科医会、産科医会の協力

を得て、妊婦に対して交付する母子健

康手帳に同封する仕組みを構築してい

る。今年度は各市町でのウイルス性肝

炎の母子感染に関する取り組み状況を

把握するために、2018 年 10 月に県内

全20市町の保健担当者にアンケート調

査を行ない、妊婦健診での肝炎ウイル

ス陽性者の把握を行っているか、保健

指導が行われたことを把握しているか

等の質問を行った。 

7) 健康増進手帳を用いた佐賀県独自の定

期検査助成の仕組み（佐賀県）：国が

示す定期検査費用の助成制度を利用す

るためには、医師の診断書が必要であ

り、診断書の代金や手続きの手間とい

った患者の負担があり、佐賀県では制

度の利用数が伸び悩んでいた。そこで

佐賀県では事務手続きの見直しや県医

師会との連携による改善を試みた。 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握（広島大学 田中純子）：下記の

資料を用いて、岩手・神奈川・石川・

京都・広島・愛媛・福岡・佐賀の 8 府

県に関して解析を行った。都道府県別

にみた肝癌死亡数、粗肝癌死亡率（人

口動態統計より）、都道府県別にみた

75 歳未満年齢調整肝癌死亡率（国立が

ん研究センターがん統計より）、都道

府県別にみた 100 万人当たり肝疾患専

門医数（日本肝臓学会より）、各自治

体における肝炎ウイルス検査の実績

（厚生労働省健康局がん・疾病対策課

肝炎対策推進室）、肝炎ウイルス検査
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受検率（平成23年度、平成29年度 肝

炎検査受検状況実態把握調査（国民調

査））。最終的に、以下の13スコアの

「標準化スコア」（平均50点、標準偏

差10点となるように変換）を算出し、

都道府県別にレーダーチャートで示し

た。 

 受検関連スコア 

 受診関連スコア 

 受療関連スコア 

 フォローアップ関連スコア 

 肝癌死亡数（逆数） 

 肝癌死亡率（逆数） 

 100 万人当たりの肝臓専門医数 

 HBV 認識受検率 

 HCV 認識受検率 

 HBV トータル受検率 

 HCV トータル受検率 

 HBV トータル受検率増加率 

 HCV トータル受検率増加率 

9) 診療連携指標に関する解析：「肝炎の

病態評価指標の開発と肝炎対策への応

用に関する研究」班（指標班）（研究

代表者 考藤達哉）では、平成29年度

に肝炎医療指標（33）、自治体事業指

標（21）、拠点病院事業指標（20）を

作成した。平成30年度には、これらの

指標を拠点病院へのアンケート調査、

拠点病院現状調査（肝炎情報センター

で実施）、都道府県事業調査（肝炎対

策推進室で実施）から評価した。本研

究班では、指標班との連携により、院

内連携、病診連携に関係する指標とし

て電子カルテを用いた院内連携、ウイ

ルス肝炎検査陽性者の受診、C 型肝炎

治癒後のフォロー等に関する指標を主

に評価した。 

 

（倫理面への配慮） 

石川県で行った研究に関しては、金沢大

学医学倫理審査委員会により審査、承認の

上実施した。（研究題目：石川県における

肝炎ウイルス検診陽性者の経過に関する解

析 2018-105 (2871)及び市中病院におけ

る肝炎ウイルス陽性患者の経過追跡調査 

2018-106(28712）)。その他の分担研究者

の実施した研究に関しては、個人情報を取

り扱うことはない。したがって厚生労働省

「人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針」（平成 26 年 12 月 22 日）を遵守す

べき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

1) 肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関へ

の紹介に関するアンケート調査（金子、

江口班員、鳥村班員、日浅班員、伊藤

班員）： 

石川県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京都

府で、肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関

紹介に関するアンケート調査を計画・実施

した。アンケートは、ほぼ同じ内容とし、

肝炎ウイルス陽性者を紹介しない理由を明

らかにすることを目的とした。 

府県毎にアンケートの進行状況や回収率

に差異を認めた（表 1）。 
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表 1 アンケート調査実施状況

  
以下にアンケ―トの回収が終了した石川

県の結果を示す。その他の府県に関しては、

アンケートを回収中であり、次年度にその

最終結果を示す。 

1. 肝炎ウイルス陽性者を肝臓専門医へ紹

介するかどうか。（図１） 

 図 1 

 
2. 診療科別紹介の有無（図 2） 

診療科を、肝臓専門医、内科（消化器）、

内科（消化器以外―その他）、外科（消化

器）、その他に分けて肝炎ウイルス陽性者

を専門医へ紹介するかどうかを解析した。 

図 2 

 

尚、その他の診療科で紹介を行わないと

回答した医療機関の内訳は以下の通り。眼

科 7施設、耳鼻咽喉科 3施設、皮膚科 3施

設、形成外科 2施設、整形外科 2施設、小

児科 1施設。 

 

3. 担当医が専門医への紹介を不要と考え

る病態(図 3) 

図 3 

 

 

4. 担当医が専門医へ紹介しない理由（図

4） 

図 4 

 

 

5. 患者に専門医への紹介を勧めても紹介

を断る理由（図 5） 
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図 5 

 

 

2) 2 医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査（石川県、金子）： 

今回調査を行った 2つの私立医療機関の

内訳は以下の通り。 

A 病院：主な診療科―内科（透析もあり）、

外科、整形外科、泌尿器科、皮膚科、140

床、肝臓専門医非常勤 2名、電子カルテ導

入あり（ただし肝炎ウイルス陽性者のリマ

インドシステムなし）。 

B 病院：主な診療科―内科、外科、整形外

科、小児科、60床、肝臓専門医非常勤2名

（2017年度までは常勤1名）、電子カルテ

導入あり、肝炎ウイルス陽性者のリマイン

ドシステムなし（ただし肝炎ウイルス感染

者のリマインドシステムなし）。 

 対象期間に HCV 抗体陽性であった 158 名

中、SVRが確認されていた44名を除外した

114 名に関して、その後の肝臓専門医への

受診の有無、HCV RNA 測定の有無、検査診

療科、検査目的を調査した（表 2） 

 

 

 

 

 

 

表 2 

 

 専門医への紹介受診がある群とない群に

分けてその臨床背景を比較した（表 3）。 

表 3（赤字は有意差を認めた項目） 

 

 紹介なし群は、紹介あり群に比べて有意

に高齢で、女性・B 病院・内科以外での肝

炎ウイルス検査の実施が多かった。 

 

3) 妊婦健診陽性者に関する研究（石川県、

金子）： 

各市町が主体となって実施している妊婦

を対象とした肝炎ウイルス検査陽性者への

専門医療機関への受診状況の確認、受診勧

奨といったフォローアップは行われてこな

かった。平成 30 年度から全県下で妊婦健

診における肝炎ウイルス検査陽性者に対し

て、妊娠中から出産後も継続的に専門医療

機関への受診状況確認、未受診者への受診

勧奨を行うシステムを構築し、運用を開始



7 
 

した。 

具体的には、妊娠中は、市町の保健師が

妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者の検

査を行った産婦人科医院への結果の確認及

び陽性者本人に対する保健指導、専門医へ

の受診勧奨を行う。さらに出産後も、乳幼

児健診の際に、市町の保健師が専門医療機

関への受診状況確認、未受診者への受診勧

奨を行う。 

表 4 

 
金沢市に関しては平成 30 年度 12 月末ま

でに 3 名が HCV 抗体陽性、4 名が HBs 抗原

陽性であった。これら 7名に関して、保健

師が、妊娠中からの支援を行った。HCV 抗

体陽性者 3名中 2名は精査の結果 HCV RNA

は陰性であり、1 名は専門医療機関への受

診が確認され、出産後の治療が予定されて

いる。HBs抗原陽性者に関しては、4名中3

名が妊娠中の専門医療機関への受診が確認

され、残り 1名に関しても今後妊娠中の支

援を行う予定である。これら 7名に対して

は、出産後もフォローアップを継続する。 

 

4) ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有（石川県、金

子）： 

 石川県では、肝炎ウイルス検査陽性者に

対して、拠点病院が経年的なフォローアッ

プ行う「石川県肝炎診療連携」を平成 22

年度より実施してきた。石川県肝炎診療連

携への参加同意者には年一回の肝疾患専門

医療機関への受診を促すリーフレットと調

査票が拠点病院から郵送される。同意者は

調査票を持参して肝疾患専門医療機関を受

診し、肝疾患専門医療機関の肝臓専門医は、

診察結果を調査票に記載して拠点病院へ返

送する。拠点病院は返送される調査票で同

意者の肝疾患専門医療機関受診を確認する

ことができる。調査票の拠点病院への返送

率（＝肝疾患専門医療機関受診率は）平成

22 年度は 100%であったが、その後低下し、

近年では 50%前後にとどまっている。その

一因として、肝疾患専門医療機関を受診し

たにもかからず調査票を拠点病院へ送付し

ていないケースが相当数存在すると推測さ

れる。 

 今回、肝疾患専門医療機関―拠点病院間

の診療状況共有による共同診療及び拠点病

院による診療支援の促進を目的に ICT の一

つである ID リンクシステムを利用するこ

ととした。石川県では県内医療機関間の診

療情報の共有による共同診療の促進を目指

して、ID リンクシステムを利用した診療

情報共有ネットワークシステム｢いしかわ

診療情報共有ネットワーク｣を積極的に運

用してきた。県内には計 19 の肝疾患専門

医療機関が存在するが、これら全ての医療

機関がいしかわ診療情報共有ネットワーク

に加入し、診療情報を他院へ提供可能なサ

ーバー設置施設である。 

 今年度、石川県肝炎診療連携参加同意者

を対象に、肝疾患専門医療機関－拠点病院
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間での診療情報共有を可能にするためにい

しかわ診療情報共有ネットワークの同意を

取得した。平成 31 年度 3月末現在計 72 名

に関して拠点病院－11 の肝疾患専門医療

機関間で同意取得を行い、拠点病院から肝

疾患専門医療機関の診療情報を直接閲覧可

能とした。 

 

5) 肝炎ウイルス高浸淫地区である I 市、

産業保健総合センターなどとの連携の

状況の検討（愛媛県、日浅班員）： 

愛媛県において I市は肝炎ウイルス高浸

淫地区として知られ、肝がんの標準化死亡

比が愛媛県内全体と比べ 2倍以上という状

況である。そのため同市と当院は早くから

連携を行い積極的に肝炎ウイルス検査を進

めてきた。I 市が用いている健康管理シス

テムから年代別の肝炎ウイルス検査未受検

率を算出したところ最も検査を受けている

年代でも約 50％は未受診または未把握の 

状態であること明らかとなった (図 6)。

そのような現状から同市では H29 年度から

未受検者に個別勧奨ハガキを送付して検査

を促しているが、受検者は送付者の 10％

に留まっていた。 

図 6

 

 

 肝炎ウイルス検査を推進する場として職

域における検査に注目し、愛媛県内の企業

の人事・総務部・広報等、福利厚生に関わ

る職員を対象に「愛媛県肝炎職域啓発セミ

ナー」を実施した。セミナー後のアンケー

トでは検査の重要性を理解し、施設におけ

る職員の検査を導入・推進したいという感

想が多く見られ、今後実際の実施状況を調

査したい。また本セミナーでは産業保健総

合支援センターの協力により県内の主要企

業からも参加をいただいており、来年度は

産業保健総合支援センター主催の「産業保

健セミナー」にてウイルス性肝炎の講演を

予定している。 

 

6) 母子手帳交付時の肝炎啓発および市町

の取り組み状況の解析（佐賀県、江口

班員）： 

19 市町（95％）で肝炎ウイルス検査陽

性者を把握していたが、産婦人科等で保健

指導が行われたかを確認している市町は

16 箇所（80％）(図 7）、母子感染防止措

置が実施されたかを確認している市町は

17 箇所（85％）（図 8）であった。 

図 7 
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図 8 

 

 

7) 健康増進手帳を用いた佐賀県独自の定

期検査助成の仕組み（佐賀県、江口班

員））： 

佐賀県では県独自の事業として平成 27

年度10月から、所得・納税額に関わらず1

連の検査で上限 5000 円を助成する定期検

査助成制度を開始した。この県事業では、

健康増進手帳を医師の診断書の代わりとす

ることができるように県医師会の協力を得

ることができた。さらに住民票の写しや所

得課税証明書の提出を不要とするなどの手

続きの簡素化を行うことができ、県事業で

の定期検査助成の利用者数が向上した（図

9）。 

図 9 

 

 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握（田中班員）： 

 8府県における13項目の標準化スコアを

レーダーチャートで示した（図 10-1、10-

2）。尚、受検・受診・受療・フォローア

ップは、特定感染症検査等事業による肝炎

ウイルス検査（保健所・委託医療機関）を

対象とした。 

図 10-1 

 

図 10-2 

 

 

9) 診療連携指標に関する解析（国立国際

医療研究センター肝炎・免疫研究セン

考藤班員）： 

1. 院内連携関連指標調査結果 

全国拠点病院（平成 29 年度時点で 70 病

院）を対象とした肝炎医療指標調査の中で、
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「肝炎ウイルス陽性者受診勧奨システム

（電子カルテによる陽性者アラートシステ

ム）の導入の有無（肝炎-5）」、「同電子

カルテシステムを用いた受診指示の有無

（肝炎-6）」、「同電子カルテシステムを

用いて、消化器内科・肝臓内科以外の診療

科から紹介されたウイルス肝炎患者数（肝

炎-7）」を、院内連携関連指標として評価

した。 

その結果、（肝炎-5）電子カルテシステム

を導入している（57.4％）、（肝炎-6）電

子カルテシステムで受診指示している

（63.5％）であった。また、（肝炎-7）電

子カルテシステムによる非専門診療科から

の院内紹介率は104人/329人（指標値0.32）

と全国的に低く、電子カルテシステムの導

入のみでは十分に紹介率が上がらない現状

が明らかになった。 

2. C 型肝炎 SVR 後フォロー指示実施率 

同様に肝炎医療指標の中で、「肝線維化

に応じた SVR 後フォローの指示率（肝炎-

14）、「SVR 後フォロー指示実施率（肝炎

-15）」を病診連携に繋がる指標として評

価した。 

全拠点病院での結果は、（肝炎-14）肝線

維化に応じた SVR 後フォロー実施率 7650

人/8552 人（指標値 0.90）、（肝炎-15）

SVR 後フォロー指示実施率 8509 人/8559 人

（指標値 1.00）であり、拠点病院におけ

る SVR 後のフォロー指示に関しては極めて

高い達成度であった。 

3. 病診連携指標の作成 

今年度の研究成果を踏まえ、次年度に運

用を想定している以下の 3つの「病診連携

指標」を作成した。 

病診連携指標１）肝炎ウイルス患者の他院

から拠点病院への紹介患者率（HBV, HCV別） 

病診連携指標２）肝炎ウイルス患者の逆紹

介率（HBV, HCV 別） 

病診連携指標３）肝疾患診療連携拠点病院

と他院との診療連携率（HBV, HCV 別） 

以上を拠点病院対象に調査する予定であ

る。 

 

D. 考察 

1) 医療機関アンケート調査：今回の石川

県におけるアンケート調査から、肝炎

ウイルスに感染しているにもかかわら

ず専門医へ患者を紹介しない理由とし

て最も多いのが、患者サイドの拒否で

あった。患者が紹介を断る理由として、

高齢であるためが最多であった。その

他の理由として、無症状、面倒、通院

困難、時間がない等が挙げられ、担当

医サイドの患者教育の問題も存在する

と考えられた。担当医が肝炎ウイルス

に感染しているにもかかわらず治療が

不要と判断する理由として高齢、認知

症・難治性疾患の存在、肝機能正常が

挙げられた。C型肝炎、B型肝炎共に高

齢、肝機能正常であっても定期的な肝

臓専門医による診療は必須であるため、

今後そのような情報提供を行うことで

かかりつけ医から専門医への紹介が促

進される可能性が考えられた。また、

認知症患者や超高齢者に対する対応に

関するコンセンサスの作成も必要と考

えられた。 

石川県以外の府県でも、ほぼ同じ内

容のアンケート調査を計画・実施した。
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アンケートの実施にあたり、行政、医

師会との調整に時間を要したり、アン

ケートの回収率が低率であったりした

ため、今年度の集計は行わなかった。

今後は府県ごとにアンケートの回収率

を上げる努力を行い、十分な回収率を

えたあとに集計を行う予定である。 

2) 医療機関における肝炎ウイルス検査陽

性者の調査：今回調査した石川県内の2

病院は、ともに非常勤の肝臓専門医が

存在するにもかかわらず、HCV抗体陽性

者であっても肝臓専門医への紹介が行

われていない症例が約80%存在した。特

に内科以外の診療科で肝炎ウイルス検

査がオーダーされた場合に肝臓専門医

への紹介が行われていない傾向を認め

た。また病院間で紹介の頻度に差異を

認めた。病院内で肝炎ウイルス検査陽

性者をもれなく肝臓専門医へ紹介する

体制（電子カルテを利用したシステム

など）を構築することが重要と考えら

れた。 

3) 妊婦健診陽性者に関する研究：今年度

から妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽

性者を妊娠中から出産後までフォロー

アップを行うシステムを構築し、石川

県下でその運用を開始した。現在のプ

ロトコールでは、乳幼児の3歳半検診ま

で市町保健師がフォローアップを行う

ことになっている。しかし、それ以降

に関してのフォローアップをどのよう

に行うかは決定に至らなかった。現状

では、3歳半検診までに、拠点病院が実

施しているフォローアップ事業「石川

県肝炎診療連携」に参加同意いただく

ことが、継続的なフォローアップを行

うための解決法であると考えられた。 

4) ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有：今年度からIDリ

ンクシステムを利用して、石川県肝炎

診療連携参加同意者を対象に、拠点病

院と肝疾患専門医療機関の診療情報共

有を開始した。拠点病院が他病院通院

中の患者の診療情報を行うことが可能

となるため、開始前、石川県庁、石川

県医師会、専門医療機関と合意形成・

運用法調整に時間を要した。平成30年

度末で72名に関して拠点病院-肝疾患専

門医療機関間での診療情報共有が可能

となった。今後は、対象者をできる限

り増加させるとともに、このような診

療情報共有の有用性の検証を行う予定

である。 

5) 肝炎高浸淫地区であるI市、産業保健

総合センターなどとの連携の状況の検

討：今回の研究で早くから肝炎対策を

重視している県内の肝炎ウイルス高浸

淫地区でさえ、肝炎ウイルス検査の未

受検者 (未把握者を含む)は対象者の

50％以上という状況であることが分か

った。同市では未受検者に対するはが

きを送付し勧奨を行っているものの効

果は十分とはいえず、粘り強い勧奨、

あるいは新たな方法による勧奨を検討

する必要があると考えられた。また職

域における肝炎ウイルス検査の推奨は、

肝炎ウイルス検査受検率の向上のため

に極めて重要である。今回愛媛県で実

施した産業保健総合支援センターの協

力により職域における肝炎ウイルス検
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査受検率の向上に寄与する可能性が考

えられ、継続的な協力及び効果検証を

行う予定である。 

6) 母子手帳交付時の肝炎啓発および市町

の取り組み状況の解析：佐賀県の市町

を対象とした調査から、妊婦健診での

肝炎検査に対する各市町の取り組み状

況が明らかとなった。取り組みが不十

分な市町に対してさらに詳細な調査と

対策が必要である。 

7) 健康増進手帳を用いた佐賀県独自の定

期検査助成の仕組み：県と協力して定

期検査助成事業の手続きを簡素化する

ことができ、定期検査の助成件数が上

昇した。全国的に、定期検査助成制度

がまだ十分に利用されてないことが問

題となっており、手続きの簡素化は、

同制度の利用促進に大きく寄与する可

能性が考えられた。しかしながら一部

の地域や医療機関においては利用率が

依然として低率であり、要因の解明と

解決策の構築が必要である。 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握：「平成29年度 都道府県肝炎対策

取組状況調査」による都道府県（8県：

京都、広島、愛媛、福岡、神奈川、佐

賀、岩手、石川）の肝炎対策の取り組

み、【特定感染症検査等事業による肝

炎ウイルス検査】の受検・受診・受

療・フォローアップの状況と、疫学デ

ータと合わせて解析したところ、以下

のことが明らかになった。 

1. 8府県を肝癌死亡率・死亡数4群に

分類すると、「死亡数：多、死亡

率：高」群は、京都、広島、愛媛、

福岡であり、「死亡数：多、死亡

率：低」群は神奈川、「死亡数：

少、死亡率：高」群は佐賀、「死

亡数：少、死亡率：低」群は岩手、

石川県となった。 

2. 人口10万人当たりの【特定感染症

検査等事業による肝炎ウイルス検

査】（保健所・委託医療機関実施

分）数について、8県で比較したと

ころ、佐賀、石川、広島に多い傾

向がみられた。また、保健所によ

る検査数と委託医療機関における

肝炎ウイルス検査数の割合には、

都道府県により相違がみられ、佐

賀県では特定感染症検査等事業に

よる実施分が他よりも著しく高い

傾向にあった。 

3. 2011年と比べ、2017年のHBVトータ

ル受検率・HCVトータル受検率は、

いずれの県も増加した。 

9) 診療連携指標に関する解析：拠点病院

における院内連携支援として電子カル

テを用いたウイルス肝炎検査陽性者ア

ラートシステムが期待されている。平

成29年度時点で同システムの導入は

57％程度に留まっており、導入率の向

上が期待される。しかし、電子カルテ

システムが導入されていても、同シス

テムによる非専門診療科から専門診療

科への紹介率は低く（32％）、紹介率

向上に向けての対策が必要である。拠

点病院における病診連携の端緒となるC

型肝炎SVR患者へのフォロー指示率は高

く、今後はかかりつけ医から専門医療
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機関や拠点病院への紹介を円滑に行う

ためのシステム構築等が必要である。

また病診連携に関しては、今年度3個の

病診連携指標を作成した。次年度から

拠点病院とそれ以外の病院の診療連携

を今年度作成した病診連携指標を用い

て評価する。 

 

E. 結論 

1. 石川県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京

都府で医療機関を対象に、アンケート

を実施し、肝炎ウイルス陽性者のかか

りつけ医から専門医への紹介における

問題点の解明を行った。 

2. 石川県内の二つの医療機関において肝

炎ウイルス検査陽性者が適切に肝臓専

門医へ紹介されているかどうかを調査

した。 

3. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス検査

陽性者を肝臓専門医に対して受診勧奨

を行うシステムを石川県下で構築し、

運用を開始した。 

4. 肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、

ICT を用いることで拠点病院－肝疾患

専門医療機関間で共有し、拠点病院と

の共同診療、拠点病院による診療支援

を行うシステムを構築し、運用を石川

県で開始した。 

5. 愛媛県の肝炎ウイルス高浸淫地区であ

る I 市における肝炎ウイルス検診受検

率調査、愛媛県産業保健総合センター

と連携した職域での肝炎ウイルス検査

の促進のための連携を開始した。 

6. 佐賀県における市町ごとの妊婦健診で

の肝炎ウイルス検査に対する取り組み

状況を明らかにした。 

7. 佐賀県と協力し、定期検査費用助成事

業の手続きを簡素化し、定期検査費用

助成件数が上昇した。 

8. 「平成 29 年度 都道府県肝炎対策取組

状況調査」による都道府県（8 県：京

都、広島、愛媛、福岡、神奈川、佐賀、

岩手、石川）の肝炎対策の取り組み、

【特定感染症検査等事業による肝炎ウ

イルス検査】の受検・受診・受療・フ

ォローアップの状況と、疫学データと

合わせて解析した。 

9. 今年度から運用を開始した肝炎指標を

用いて肝炎ウイルス検査陽性者の院内

連携、SVR 患者の病診連携の現状を明

らかにした。また病診連携指標を作成

した。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

 各分担研究者報告書参照 

2.学会発表 

各分担研究者報告書参照 

 

H.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

石川県における肝炎ウイルス検査陽性者に対する 

効果的な診療連携体制の確立に関する研究 

 

研究代表者：金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝細胞がん（肝がん）への進

展阻止が有効に行われている。また、画像

診断を中心とする肝がんのサーベイランス

が行われている。我が国では肝炎対策基本

法、それに基づく肝炎対策指針、また、肝

炎研究 10 カ年戦略など、ウイルス性肝炎

への対策が示されている。 

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的

に進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を

中心とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝

炎ウイルス陽性者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかり

つけ医）から専門医への紹介がなされないといったことによって、せっかくの抗ウイル

ス療法が導入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生

じている。今回、肝炎ウイルス陽性者が適切に専門医へ紹介される仕組みを構築するこ

とを目的に、石川県で以下の研究を実施した。１）778の県医師会加入全医療機関を対

象に、肝炎ウイルス陽性者のかかりつけ医から専門医への紹介に関するアンケートを実

施し、730の医療機関から回答をえた。その結果、患者サイドの拒否が、専門医へ陽性

者を紹介しない最多の理由であった。さらに陽性者が紹介を断る理由として、高齢、無

症状、面倒、通院困難等が挙げられた。担当医が肝炎ウイルスに感染しているにもかか

わらず治療が不要と判断する理由として高齢、認知症・難治性疾患の存在、肝機能正常

が挙げられた。２）県内の二つの医療機関において肝炎ウイルス検査陽性者が適切に専

門医へ紹介されているかどうかを調査した。その結果、高齢、内科以外で肝炎ウイルス

検査が実施された場合に専門医への紹介がなされない傾向を認めた。また病院間で専門

医への紹介率に差異を認めた。３）妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性者を専門医に

対して受診勧奨を行うシステムを全県下で構築し、運用を開始した。４）肝炎ウイルス

陽性者の診療情報を、ICTを用いることで拠点病院－肝疾患専門医療機関間で共有し、

拠点病院との共同診療、拠点病院による診療支援を行うシステムを構築し、運用を開始

した。 
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こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいはサーベ

イランスが実施されていないことが生じて

いる。また、肝炎対策には居住地域による

取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の

構築が必要である。具体的には、それぞれ

の地域に適した肝疾患診療連携拠点病院

（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機関、

非肝臓専門医、行政機関や検診機関、医師

会が一体となった連携体制の確立が必要で

ある。 

 今回、肝炎ウイルス陽性者が適切に肝臓

専門医へ紹介される仕組みを構築すること

を目的に、石川県で以下の研究を実施した。 

1. 県医師会加入全医療機関を対象に、ア

ンケートを実施し、肝炎ウイルス陽性

者のかかりつけ医から専門医への紹介

における問題点の解明行った。 

2. 県内の二つの医療機関において肝炎ウ

イルス検査陽性者が適切に専門医へ紹

介されているかどうかを調査した。 

3. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性

者を専門医へ受診勧奨するシステムを

全県下で構築し、運用を開始した。 

4. 肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、

ICT を用いることで拠点病院－肝疾患

専門医療機関間で共有し、拠点病院と

の共同診療、拠点病院による診療支援

を行うシステムを構築し、運用を開始

した。 

 

B. 研究方法 

1. 医療機関アンケート調査：2017 年 11

月～2018年 7 月にかけて、石川県医師

会に加入する 778 の全医療機関に対し

て、肝炎ウイルス陽性者の専門医療機

関への紹介に関するアンケート調査

（記名方式）を実施した。アンケート

未回答の医療機関には石川県医師会が

繰り返しリマインドを行うことで、最

終的に 730（93.6%）の医療機関から回

答をえた。 

2. 2 医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査：石川県内の 2 つの私立

医療機関で、2013 年 11 月 1 日～2018

年 7 月 31 日までの間に院内で実施さ

れた肝炎ウイルス検査で HCV 抗体陽性

であった 158 名を対象として、その後

専門医の紹介されなかった陽性者と称

された陽性者に関してその臨床背景を

比較した。 

3. 妊婦健診陽性者に関する研究：石川

県・金沢市などの行政、石川県産婦人

科医会の協力をえて、妊婦健診で判明

した肝炎ウイルス陽性者を肝臓専門医

に対して受診勧奨を行うシステムを全

県下で構築した。金沢市に関しては、

受診勧奨を行った妊婦のフォローアッ

プデータを収集した。 

4. ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有：石川県及び石川

県医師会が県内で運用している ID リ

ンクシステムを用いて、拠点病院-肝

疾患専門医療機関間診療情報共有開始

した。対象者は、拠点病院によるフォ
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ローアップ事業である「石川県肝炎診

療連携」に参加同意した者とした。ま

た。石川県、石川県医師会、専門医療

機関と合意形成・運用法調整を行い、

2018 年 11 月末から運用を開始した。

「いしかわ診療情報共有ネットワー

ク」を使用した診療情報共有に関して

は、「いしかわ診療情報共有ネットワ

ーク同意書」を用いて同意を取得した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、金沢大学医学倫理審査委員会

により審査、承認の上実施した。（研究題

目：石川県における肝炎ウイルス検診陽性

者の経過に関する解析 2018-105 (2871)

及び市中病院における肝炎ウイルス陽性患

者の経過追跡調査 2018-106(28712）) 

 

C. 研究結果 

1. 医療機関アンケート調査： 

アンケート調査は記名方式として、未

回答の医療機関には繰り返しリマイン

ドを行うことでアンケート回収率は

93.6%と高率であった。アンケート結

果は以下のとおりである。 

1. 肝炎ウイルス陽性者を肝臓専門医へ紹

介するかどうか（図 1） 

図 1 

 

2. 診療科別紹介の有無（表 1） 

診療科を、肝臓専門医、内科（消化器）、

内科（消化器以外―その他）、外科（消化

器）、その他に分けて肝炎ウイルス陽性者

を専門医へ紹介するかどうかを解析した。 

表 1 

 

尚、その他の診療科で紹介を行わないと

回答した医療機関の内訳は以下の通り。眼

科 7施設、耳鼻咽喉科 3施設、皮膚科 3施

設、形成外科 2施設、整形外科 2施設、小

児科 1施設。 

 

3. 担当医が専門医への紹介を不要と考え

る病態（図 2） 

 図 2 

 

 

4. 担当医が専門医へ紹介しない理由（図

3） 
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図 3 

 

5. 患者に専門医への紹介を勧めても紹介

を断る理由（図 4） 

図 4 

 

 

2. 2医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査： 

今回調査を行った 2 つの私立医療機関の

内訳は以下の通り。 

A 病院：主な診療科―内科（透析もあり）、

外科、整形外科、泌尿器科、皮膚科、140

床、肝臓専門医非常勤 2名、電子カルテ導

入あり（ただし肝炎ウイルス陽性者のリマ

インドシステムなし）。 

B 病院：主な診療科―内科、外科、整形

外科、小児科、60床、肝臓専門医非常勤 2

名（2017 年度までは常勤 1 名）、電子カ

ルテ導入あり、肝炎ウイルス陽性者のリマ

インドシステムなし（ただし肝炎ウイルス

陽性者のリマインドシステムなし）。 

 対象期間に HCV 抗体陽性であった 158名

中、SVR が確認されていた 44 名を除外し

た 114名に関して、その後の肝臓専門医へ

の受診の有無、HCV RNA 測定の有無、検査

診療科、検査目的を調査した（表 2） 

表 2 

 

 

次に専門医への紹介がある群とない群に

分けてその臨床背景を比較した（表 3）。 

表 3（赤字は有意差を認めた項目） 

 

紹介なし群は、紹介あり群に比べて有意

に高齢で、女性・B 病院・内科以外での肝

炎ウイルス検査の実施が多かった。 

 

3. 妊婦健診陽性者に関する研究： 

各市町が主体となって実施している妊婦

を対象とした肝炎ウイルス検査陽性者への
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専門医療機関への受診状況の確認、受診勧

奨といったフォローアップは行われてこな

かった。平成 30年度から全県下で妊婦健

診における肝炎ウイルス検査陽性者に対し

て、妊娠中から出産後も継続的に専門医療

機関への受診状況確認、未受診者への受診

勧奨を行うシステムを構築し、運用を開始

した。 

具体的には、妊娠中は、市町の保健師が

妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者の検

査を行った産婦人科医療機関への結果の確

認及び陽性者本人に対する保健指導、専門

医療機関への受診勧奨を行う。さらに出産

後も、乳幼児健診の際に、市町の保健師が

乳幼児健診の際に専門医療機関への受診状

況確認、未受診者への受診勧奨を行う（表

4） 

表 4 

 

 

また保健師が、妊婦健診での肝炎ウイル

ス検査陽性者の保健指導に用いるためのリ

ーフレット（A4 サイズ及び母子手帳サイ

ズ）をそれぞれ HCV 抗体陽性者、HBs 抗原

陽性者別に作成した。 

 

 

 

A4サイズ、HCV抗体陽性者向け 

 

 

A4サイズ HBs抗原陽性性者向け 

 

 

母子手帳サイズ、HCV抗体陽性者向け 
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母子手帳サイズ HBs抗原陽性者向け 

 

 

 金沢市に関しては平成 30年度 12月末ま

でに 3 名が HCV 抗体陽性、4 名が HBs 抗原

が陽性であった。これら 7名に関して、保

健師が、妊娠中からの支援を行った。HCV

抗体陽性者 3 名中 2 名は精査の結果 HCV 

RNA は陰性であり、1 名は専門医受診が確

認され、出産後の治療が予定されている。

HBs 抗原陽性者に関しては、4 名中 3 名が

妊娠中の専門医受診が確認され、残り 1名

に関しても今後妊娠中の支援を行う予定で

ある。これら 7名に対しては、出産後もフ

ォローアップを継続する。 

4. ICT を用いた拠点病院-肝疾患専門医

療機関間診療情報共有： 

 石川県では、肝炎ウイルス陽性者に対し

て、拠点病院が経年的なフォローアップ行

う「石川県肝炎診療連携」を平成 22 年度

より実施してきた。石川県肝炎診療連携へ

の参加同意者には年一回の肝疾患専門医療

機関への受診を促すリーフレットと調査票

が拠点病院から郵送される。同意者は調査

票を持参して肝疾患専門医療機関を受診し、

肝疾患専門医療機関の肝臓専門医は、診察

結果を調査票に記載して拠点病院へ返送す

る。拠点病院は返送される調査票で同意者

の専門医及び肝疾患専門医療機関受診を確

認することができる。調査票の拠点病院へ

の返送率（＝肝疾患専門医療機関受診率

は）平成 22 年度は 100%であったが、その

後低下し、近年では 50%前後にとどまって

いる。その一因として、肝疾患専門医療機

関を受診したにもかからず調査票を拠点病

院へ送付していないケースが相当数存在す

ると推測される。 

 今回、肝疾患専門医療機関―拠点病院間

の診療状況共有による共同診療及び拠点病

院による診療支援の促進を目的に ICTの一

つである ID リンクシステムを利用するこ

ととした。石川県では県内医療機関間の診

療情報の共有による共同診療の促進を目指

して、ID リンクシステムを利用した診療

情報共有ネットワークシステム｢いしかわ

診療情報共有ネットワーク｣を積極的に運

用してきた。県内には計 19 の肝疾患専門

医療機関が存在するが、これら全ての医療

機関がいしかわ診療情報共有ネットワーク

に加入し、診療情報を他院へ提供可能なサ

ーバー設置施設である。 

 今年度、石川県肝炎診療連携参加同意者

を対象に、肝疾患専門医療機関－拠点病院

間での診療情報共有を可能にするためにい

しかわ診療情報共有ネットワークの同意を

取得した。また同意取得時には下記のリー

フレットを用いた。平成 31 年度 3 月末現

在計 72 名に関して拠点病院－11 の肝疾患

専門医療機関間で同意取得を行い、拠点病

院から肝疾患専門医療機関の診療情報を直

接閲覧可能とした。 
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D. 考察 

1. 医療機関アンケート調査：今回のアン

ケート調査から、肝炎ウイルス陽性に

もかかわらず専門医へ患者を紹介しな

い理由として最も多いのが、患者サイ

ドの拒否であった。患者が紹介を断る

理由として、高齢であるためが最多で

あった。その他の理由として、無症状、

面倒、通院困難、時間がない等が挙げ

られ、担当医の患者への説明不足も存

在すると考えられた。担当医が肝炎ウ

イルスに感染しているにもかかわらず

治療が不要と判断する理由として高齢、

認知症・難治性疾患の存在、肝機能正

常が挙げられた。C 型肝炎、B 型肝炎

共に高齢、肝機能正常であっても定期

的な肝臓専門医による診療は必須であ

るため、今後そのような情報提供を行

うことでかかりつけ医から専門医への

紹介が促進される可能性が考えられた。

また、認知症患者や超高齢者に対する

対応に関するコンセンサスの作成も必

要と考えられた。 

2. 医療機関における肝炎ウイルス検査陽

性者の調査：今回調査した 2 病院は、

ともに非常勤の肝臓専門医が存在する

にもかかわらず、HCV 抗体陽性者であ

っても肝臓専門医への紹介が行われて

いない症例が約 80%存在した。特に内

科以外の診療科で肝炎ウイルス検査が

オーダーされた場合に肝臓専門医への

紹介が行われていない傾向を認めた。

また病院間で紹介の頻度に差異を認め

た。病院内で肝炎ウイルス検査陽性者

をもれなく肝臓専門医へ紹介する体制

（電子カルテを利用したシステムな

ど）を構築することが重要と考えられ

た。 

3. 妊婦健診陽性者に関する研究：今年度

から妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽

性者を妊娠中から出産後までフォロー

アップを行うシステムを構築し、全県

下でその運用を開始した。現在のプロ

トコールでは、乳幼児の 3 歳半検診ま

で市町保健師がフォローアップを行う

ことになっている。しかし、それ以降

に関してのフォローアップをどのよう

に行うかは決定に至らなかった。現状

では、3 歳半検診までに、拠点病院が

実施しているフォローアップ事業「石

川県肝炎診療連携」に参加同意いただ

くことが、継続的なフォローアップを

行うための解決法であると考えられた。 

4. ICT を用いた拠点病院-肝疾患専門医

療機関間診療情報共有：今年度から

IDリンクシステムを利用して、石川県

肝炎診療連携参加同意者を対象に、拠

点病院と肝疾患専門医療機関の診療情

報共有を開始した。拠点病院が他病院
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通院中の患者の診療情報の閲覧を行う

ことが可能となるため、開始前、石川

県庁、石川県医師会、専門医療機関と

の合意形成・運用法調整に時間を要し

た。平成 30 年度末で 72 名に関して拠

点病院-肝疾患専門医療機関間での診

療情報共有が可能となった。今後は、

対象者をできる限り増加させるととも

に、このような診療情報共有の有用性

の検証を行う予定である。 

 

E. 結論 

1. 石川県医師会加入全医療機関を対象に、

アンケートを実施し、肝炎ウイルス陽

性者のかかりつけ医から専門医への紹

介における問題点の解明行った。 

2. 県内の二つの医療機関において肝炎ウ

イルス検査陽性者が適切に肝臓専門医

へ紹介されているかどうかを調査した。 

3. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス検査

陽性者を肝臓専門医に対して受診勧奨

を行うシステムを全県下で構築し、運

用を開始した。 

4. 肝炎ウイルス感染者の診療情報を、

ICT を用いることで拠点病院－肝疾患

専門医療機関間で共有し、拠点病院と

の共同診療、拠点病院による診療支援

を行うシステムを構築し、運用を開始

した。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

1) Z Wang, K Kawaguchi, M Honda, S 

Hashimoto, T Shirasaki, H Okada, N Orita, T 

Shimakami, T Yamashita, Y Sakai, E 

Mizukoshi, S Murakami, S Kaneko. Notch 

signaling facilitates hepatitis B virus 

covalently closed circular DNA transcription 

via cAMP response element-binding protein 

with E3 ubiquitin ligase-modulation. Sci Rep 

9(1):1621, 2019. 

2) Y Inada, E Mizukoshi, T Seike, T Tamai, N 

Iida, M Kitahara, T Yamashita, K Arai, T 

Terashima, K Fushimi, T Yamashita, M 

Honda, S Kaneko. Characteristics of Immune 

Response to Tumor‐Associated Antigens 

and Immune Cell Profile in Patients With 

Hepatocellular Carcinoma. Hepatology 

69(2):653-665, 2019. 

3) N Orita, T Shimakami, H Sunagozaka, R 

Horii, K Nio, T Terashima, N Iida, M 

Kitahara, H Takatori, K Kawaguchi, K 

Kitamura, K Arai, T Yamashita, Y Sakai, T 

Yamashita, E Mizukoshi, M Honda, S 

Kaneko. Three renal failure cases 

successfully treated with 

ombitasvir/paritaprevir/ritonavir for 

genotype 1b hepatitis C virus reinfection 

after liver transplantation. Clin J 

Gastroenterol 12(1):63-70, 2019. 

4) T Terashima, T Yamashita, H Sunagozaka, 

K Arai, K Kawaguchi, K Kitamura, T 

Yamashita, Y Sakai, E Mizukoshi, M Honda, 

S Kaneko. Analysis of the liver functional 

reserve of patients with advanced 

hepatocellular carcinoma undergoing 

sorafenib treatment: prospects for 

regorafenib therapy. Hepatol Res 

48(12):956-966, 2018. 
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5) T Shirasaki, M Honda, T Yamashita, K Nio, 

T Shimakami, R Shimizu, S Nakasyo, K 

Murai, N Shirasaki, H Okada, Y Sakai, T 

Sato, T Suzuki, K Yoshioka, S Kaneko. The 

osteopontin-CD44 axis in hepatic cancer 

stem cells regulates IFN signaling and HCV 

replication. Sci Rep 8(1):13143, 2018. 

6) M Kumagai, E Mizukoshi, T Tamai, M 

Kitahara, T Yamashita, K Arai, T Terashima, 

N Iida, K Fushimi, S Kaneko. Immune 

response to human telomerase reverse 

transcriptase-derived helper T cell epitopes 

in hepatocellular carcinoma patients. Liver 

Int 38(9):1635-1645, 2018. 

7) Z Wang, K Kawaguchi, M Honda, Y Sakai, 

T Yamashita, E Mizukoshi, S Kaneko. 

Distinct notch signaling expression patterns 

between nucleoside and nucleotide analogues 

treatment for hepatitis B virus infection. 

Biochem Biophys Res Commun 501(3):682-

687, 2018. 

8) K Murai, T Shimakami, C Welsch, T 

Shirasaki, F Liu, J Kitabayashi, S Tanaka, M 

Funaki, H Omura, T Nishikawa, A 

Suminyadorj, M Honda, S Kaneko. 

Unexpected Replication Boost by Simeprevir 

for Simeprevir-resistant Variants in 

Genotype 1a Hepatitis C Virus. Antimicrob 

Agents Chemother 62(7). pii: e02601-17, 

2018. 

9) K Kawaguchi, M Honda, H Ohta, T 

Terashima, T Shimakami, K Arai, T 

Yamashita, Y Sakai, T Yamashita, E 

Mizukoshi, T Komura, M Unoura, S Kaneko. 

Serum Wisteria floribunda agglutinin-

positive Mac-2 binding protein predicts 

hepatocellular carcinoma incidence and 

recurrence in nucleos(t)ide analogue therapy 

for chronic hepatitis B. J Gastroenterol 

53(6):740-751, 2018. 

10) D Yamamiya, E Mizukoshi, K Kaji, T 

Terashima, M Kitahara, T Yamashita, K Arai, 

K Fushimi, M Honda, S Kaneko. Immune 

responses of human T lymphocytes to novel 

hepatitis B virus-derived peptides. PLoS One 

13(6):e0198264, 2018. 

2.学会発表 

1) 堀井里和、島上哲朗、金子周一 ｢石川

県における肝炎ウイルス検診陽性者フォ

ローアップシステムの現況｣第54回日本

肝臓学会総会、PD2-9、平成30年6月大阪 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

福岡県におけるウイルス性肝疾患の診療に関するアンケート調査 

 

研究分担者：鳥村 拓司 久留米大学医学部内科学講座 消化器内科部門 教授  

研究協力者：井出 達也 久留米大学医学部内科学講座 消化器内科部門 准教授  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

C 型肝炎、B 型肝炎の抗ウイルス治療は

めざましく進歩しておりほぼウイルスのコ

ントロールが行えるようになってきた。し

かし、通院しているにもかかわらず、未だ

治療を受けずに肝硬変、肝癌に進展し、そ

の後紹介される例が散見される。肝機能正

常で、ウイルス検査を行う機会がなかった

例は、看過されても仕方ない症例が存在す

るかもしれないが、ウイルス性肝炎が陽性

であっても、適切な医療や経過観察を怠り、

専門医への紹介が無いか遅れる症例が散見

される。専門医への紹介がなぜ行われない

のか、行わない場合の理由などを解明しす

ることが目的に、福岡県における肝臓非専

門医を対象にアンケートを行い、実態を把

握することとした。 

 

B. 研究方法 

福岡県における非肝臓専門医を対象とし

た。主に 100床以下の有床病院と無床のク

リニック、医院で、すべての科を対象とし

た。また介護施設、緩和ケア施設は対象外

とした。福岡県医師会からは、医師会を通

じてアンケートが行われることを周知して

いただく形で協力を得られた。 

（倫理面への配慮） 

医師向けのアンケートであり、患者に影

響が直接及ぶものではないため、倫理面へ

の問題はないと判断した。 

研究要旨：【背景】C型肝炎、B型肝炎の抗ウイルス治療がめざましく進歩しておりC型

肝炎はほぼ全例でウイルスの排除ができ、B型肝炎もウイルスのコントロールは容易に

なってきた。しかし、病院などに通院しているにもかかわらず、未だ治療を受けずに肝

硬変、肝癌に進展している例が問題となっており、今回肝臓非専門医におけるウイルス

性肝炎患者の診療に関してアンケート調査を行うこととした。【方法】福岡県下の肝臓

非専門医を対象にアンケートを郵送し、FAXにて回答を得る。【結果】アンケート送付

に関して、福岡県と福岡県医師会からの協力を得た。福岡県医師会は、会員へアンケー

トが行われる旨の連絡を行っていただいた。2018年12月にアンケートを送付し、現在回

収中である。【結語】今年度は、アンケート送付を県、医師会の協力を得て、実施する

ことができた。今後は、アンケート結果を解析し、肝炎医療の問題点を解明していく予

定である。 
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C. 研究結果 

アンケート内容を、次ページに掲載した。 

アンケートは、2,795 医療機関を選定し、

2018年 12月に送付を行い回収中である。 

 

D. 考察 

E. 結論 

今年度は、アンケートを配布した時点で

あるので、考察結論は来年度に報告したい。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

1) Ide T, Koga H, Nakano M, Hashimoto S, 

Yatsuhashi H, Higuchi N, Nakamuta M, Oeda 

S, Eguchi Y, Shakado S, Sakisaka S, 

Yoshimaru Y, Sasaki Y, Honma Y, Harada M, 

Seike M, Maeshiro T, Miuma S, Nakao K, 

Mawatari S, Ido A, Nagata K, Matsumoto S, 

Takami Y, Sohda T, Kakuma T, Torimura T. 

Direct-acting antiviral agents do not increase 

the incidence of hepatocellular carcinoma 

development : a prospective, multicenter 

study. Hepatol Int. 2019 Feb [in press] 

2) Kawaguchi T, Ide T, Koga H, Kondo R, 

Miyajima I, Arinaga‑Hino T, Kuwahara R, 

Amano K, Niizeki T, Nakano M, Kuromatsu 

R,  Torimura T. Rapidly growing 

hepatocellular carcinoma after direct‑acting 

antiviral treatment of chronic hepatitis C. Clin 

J Gastroenterol. s12328. 

 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

京都府および当院における肝炎ウイルス診療体制の構築 

 

研究分担者：伊藤 義人 京都府立医科大学大学院医学研究科 消化器内科学 教授 

研究協力者：瀬古 裕也 京都府立医科大学大学院医学研究科 消化器内科学 助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

本研究は京都府において非肝臓専門医か

ら肝臓専門医への患者紹介が効率的に行わ

れない原因となる障壁を明確にし、それを

解決することを目的とする。 

そのために、まず、京都府の地域の特性

にあわせた効率的、効果的な肝炎対策運営

を行うための資料を作成し、京都府に適し

た診療連携体制を確立する。さらに、最終

的に我が国の肝炎ウイルス陽性者の受診率

の向上と肝炎患者の重症化の予防に繋げる。 

 

B. 研究方法 

京都府・京都府医師会・京都府立医科大

学（肝疾患診療連携拠点病院：拠点病院）

の三者間の協力のもと、非肝臓専門医を含

む京都府内の京都府医師会に加盟している

全医療機関に対し肝疾患の診療状況、専門

医療機関への紹介の実態、ウイルス性肝炎

治療に対する考え方についてアンケート調

査を行った。 

（倫理面への配慮） 

研究要旨：非肝臓専門医を含む京都府下の京都府医師会に加盟している全医療機関に対

し肝疾患の診療状況、専門医療機関への紹介の実態、ウイルス性肝炎治療に対する考え

方についてアンケート調査を行った。自治体と無料肝炎ウイルス検査の契約を結んでい

る非肝臓専門医は39%のみであった。肝炎ウイルス陽性患者を専門医療機関へ紹介しな

い医療機関ではその理由として、「非肝臓専門医でも自院で対応できる」との回答が最

多で45％もあった。また、「治療が不要と考える」が25％、「患者が専門医療機関への

紹介を断る」が25％との回答であった。超高齢者（85歳以上）・難治性合併症・認知症

以外にも肝機能正常のため治療を行わないとの回答が12％にみられた。アンケート調査

からは肝炎ウイルス陽性患者の約75％は治療を受けていると推察されたが、回答率が低

く、肝炎治療に関する意識が低い可能性も危惧された。早急に解決すべき課題として

は、肝機能正常患者に対する治療の勧奨と、発癌リスクの高い高齢者において画像検査

などによる肝がんサーベイランスである。拠点病院と京都府が連携し京都府医師会に強

く働きかけ、非肝臓専門医へのセミナーの実施、京都府薬剤師会など医療従事者に対す

る肝疾患コーデイネーター制度を充実させることで、一体となった京都府の肝疾患診療

連携体制を早急に確立する必要がある。 
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アンケートは匿名、非公開とし医療機関

が特定されないよう配慮した。 

 

C. 研究結果 

京都府内の京都府医師会加盟全医療機関

（非肝臓専門医を含む）に対して、京都医

報・ゆう広報誌（折り込み）を用いて添付

のアンケートを配布した。実施期間は 20 

18 年 12 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 カ

月間で、アンケートの配布数は京都府内の

2155 医療機関とした。アンケートを各医

療機関に送付し、その結果を FAXにより拠

点病院に送付することとした。アンケート

の回収率は 5％（101/2155）であり、その

ほとんど（94/101)が、非肝臓専門医から

のものであった。 

自治体（京都府および京都府下の市町

村）と無料肝炎ウイルス検査の契約を結ん

でいる医療機関の割合は 41%、結んでいな

い医療機関の割合が 44%、不明が 16%で、

非肝臓専門医では契約している医療機関が

36%のみであった。 

通院中の患者数は B 型肝炎で「10 名程

度以上」が 11％、「数名」が 58％、「無

し」が 21％であり、C 型肝炎では「10 名

程度以上」が 17％、「数名」が 51％、

「無し」が 15％であった。 

肝炎ウイルス陽性患者を必ず専門医療機

関へ紹介している医療機関は 50％で、陽

性患者を専門医療機関へ紹介しない医療機

関では、その理由として、「非肝臓専門医

でも自院で対応できる」との回答が最多で

45％もあった。また、「治療が不要と考え

る」が 25％、「患者が専門医療機関への

紹介を断る」が 25％あり、少数ながら 5%

では「保存的治療法で十分である」との回

答であった。 

「患者の予後に影響しないので紹介が不

要と考えられる肝炎ウイルス感染者」に該

当すると考えられる感染者として、超高齢

者（85 歳以上）が 36％、難治性合併症が

16％、認知症の患者が 22％、施設入居者

が 9％、アルコール依存症患者が 6％との

回答が医療機関からされ、肝機能正常のた

め治療を行わないとの回答も 12％にみら

れた。 

年齢にかかわらず専門医療機関に紹介す

る医療機関は 47％で、70 歳まで紹介する

が 7％、75 歳までが 9％、80 歳までが

26％、85歳までが 12％であった。 

 

D. 考察 

B型肝炎・C型肝炎に対する抗ウイルス療

法は画期的な進歩を遂げ、薬物治療介入に

より肝硬変症や肝がんへの進展を防ぐこと

が比較的容易な時代となった。さらに、血

液検査によるリスク評価やCT・MRIなどの

画像診断を組み合わせることにより、効率

の良い肝がんのサーベイランスが可能とな

った。 

一方、肝炎ウイルスが陽性であることが

判明しても肝臓専門医へ紹介されない、す

なわち、非肝臓専門医（かかりつけ医）か

ら肝臓専門医への連携が行われず抗ウイル

ス療法が導入されない症例や治療後の肝が

んサーベイランスが実施されないことが問

題となっている。 

京都府においては非肝臓専門医であって

も自院で治療を行うことが多いことがわか

ったが、ウイルス肝炎患者に対し京都府が
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定める研修を受けたかどうかは明らかでは

ない。一方、難治性合併症や高齢・認知症

により治療を行わないと判断された症例が

少なくなく、こういった症例の治療に関す

る京都府の治療指針の樹立が望まれ、適切

な肝がんサーベイランスが行われているか

どうかの確認が必要である。また肝機能正

常のため治療を行わないと考える医療機関

に対しては最新の DAA 治療などに関する正

しい知識の啓蒙が必要と思われた。 

具体的には、拠点病院としての京都府立

医科大学と京都府が連携し京都府医師会に

強く働きかけ、肝臓専門医のみならず非肝

臓専門医へのセミナーを実施し、また、京

都府薬剤師会など医療従事者に対する肝疾

患コーデイネーター制度を充実させること

で、一体となった京都府の肝疾患診療連携

体制を早急に確立する必要がある。 

 

E. 結論 

京都府におけるアンケート調査からは、

肝炎ウイルス陽性患者の約 75％は治療を

受けていると推察された。しかし、アンケ

ートに対する回答率が低く、肝炎治療に関

する意識が低い可能性も危惧された。早急

に解決すべき課題としては、肝機能正常患

者に対する治療の勧奨と、発癌リスクの高

い高齢者において画像検査などによる肝が

んサーベイランスが適切に行われているか

どうかの確認と考えられた。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

愛媛県における肝炎ウイルス診療連携体制構築に資する研究 

 

研究分担者：日浅 陽一 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

肝がん(肝及び肝内胆管)の 75 歳未満年

齢調整死亡率を都道府県別でみると、愛媛

県は過去 5年以上連続でワースト 7位以内

であり、最新 2017 年の統計でもワースト

1 位という不名誉な状況となっている。こ

の原因として、肝炎ウイルス陽性者が肝臓

専門医へ紹介されない、非肝臓専門医（か

かりつけ医）から肝臓専門医への紹介がな

されないといったことによって、せっかく

の抗ウイルス療法が導入されない、あるい

はサーベイランスが実施されていないこと

が生じている可能性がある。このような状

況を打開するためには、肝疾患診療連携拠

点病院（拠点病院）である当院と肝疾患専

門医療機関、非肝臓専門医、行政機関や検

診機関、医師会などが一体となった連携体

制の確立が必要である。本研究では愛媛県

において各機関との様々な面での連携を試

み、診療連携を進めるうえでの障壁を明ら

かにした上で、その解決策について検討す

る。 

 

B. 研究方法 

①肝疾患診療拠点病院である当院と、愛媛

県、愛媛県における高浸淫地区であるI市、

検診施設、産業保健総合センターなどとの

連携の状況を検討した。 

②非肝臓専門医から肝臓専門医への紹介を

妨げる要因を明らかにするため、愛媛県医

研究要旨：愛媛大学医学部附属病院は以前より愛媛県と連携し、一般住民に対する啓発

活動を行っている。今年度は職域における肝炎ウイルス検査に注目し、協会けんぽ・事

業所と連携して、肝炎の罹患リスクの高い50歳以上の年代をターゲットとした出張検査

を実施した。それらにより肝炎ウイルス検査件数は増加している。しかし早くから肝炎

ウイルス対策を重視してきた県内の高浸淫地区でさえ、健康管理システムを利用した検

討により、肝炎ウイルス検査の未受診者は数多く存在することが明らかとなった。一

方、愛媛県医師会の協力で実施した肝炎ウイルス患者紹介に関するアンケートの中間解

析では、肝機能正常, 高齢, 治療が不要と思うからなどの理由で専門医療機関へ紹介し

ないとの回答も多くみられ、肝炎患者の重症化を予防するため、紹介への障壁を取り除

く対策が必要である。 

共同研究者 

渡辺 崇夫 愛媛大学大学院 消化器・

内分泌・代謝内科学 助教 
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師会に働きかけ、2017年度度石川県で実施

した肝炎ウイルス患者紹介に関するアンケ

ートを愛媛県において実施した。 

 

C. 研究結果 

①-1：愛媛県との連携 

愛媛県では啓発活動の一環として出張肝炎

検査を積極的に行っている。例えばイベン

ト型の出張検査として本年度 7月に「健康

フェスタ in えひめ」という、2 日間で計

2 万人ほどが来場する大きなイベントに肝

炎ブースを設置し無料肝炎検査を行った。

用意していた 400名が検査を受けた。また

今年度は、特に職域における肝炎ウイルス

検査に注目し、協会けんぽ・事業所と連携

して、肝炎の罹患リスクの高い 50 歳以上

の年代をターゲットとした出張検査を実施

した (図 1)。企業の職域健診会場を活用

し、事業所従業員の肝炎ウイルス検査を実

施するとともに、検査実施会場近隣の一般

県民の方も併せて受検できるようにするこ

とで、多くの方の受検促進を図った。これ

らの出張型肝炎ウイルス検査にて今年度は

1100人程度が検査を実施し、HBs抗原,HCV

抗体でそれぞれ 7 名,3 名の陽性者がでた。 

 

 

①-2：県内の市町村との連携 

愛媛県において I 市は高浸淫地区として知

られ、肝がんの標準化死亡比が愛媛県内全

体と比べ 2倍以上という状況である。その

ため同市と当院は早くから連携を行い積極

的に肝炎ウイルス検査を進めてきた。I 市

が用いている健康管理システムから年代別

の肝炎ウイルス検査未受検率を算出したと

ころ最も検査を受けている年代でも約

50％は未受診または未把握の状態であるこ

と明らかとなった (図 2)。そのような現

状から同市では H29 年度から未受検者に個

別勧奨ハガキを送付して検査を促している

が、受検者は送付者の 10％に留まってい

た。 

 

 

①-3：産業保健総合支援センターとの連携 

肝炎ウイルス検査を推進する場として職域

における検査に注目し、愛媛県内の企業の

人事・総務部・広報等、福利厚生に関わる

職員を対象に「愛媛県肝炎職域啓発セミナ

ー」を実施した。セミナー後のアンケート

では検査の重要性を理解し、施設における

職員の検査を導入・推進したいという感想

が多く見られ (図 3)、今後実際の実施状

況を調査したい。また本セミナーでは産業
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保健総合支援センターの協力により県内の

主要企業からも参加をいただいており、来

年度は産業保健総合支援センター主催の

「産業保健セミナー」にてウイルス性肝炎

の講演を予定している。 

 

 

②医師会との連携によるアンケート調査 

2017 年度度石川県で実施した肝炎ウイル

ス患者紹介に関するアンケートを愛媛県で

も実施することにあたり、愛媛県医師会長

に強力を依頼した。本年度 11 月の愛媛県

医師会の理事会でアンケートの協力につい

て承認を得た。12 月に全 1164 施設にアン

ケートを送付した。1 回目の締め切りでは

回収率は 48%であり、現在催促のため未回

答施設に再送付している。中間解析を行っ

た結果、「肝炎ウイルス陽性の患者様を専

門医療機関に紹介するか」では症状や場合

によって紹介するが 49%, 紹介しないが 4%

であった (図 4A)。専門医療機関を紹介し

ない理由では患者様に断られるからが最多

で 35％であった (図 4B)。また紹介が不要

と考える理由として超高齢者が最多の

38％であったが、肝機能正常が 13％でみ

られた (図 4C)。 

 

 

D. 考察 

愛媛県では以前から、一般住民に対して、

肝臓週間に合わせ松山市の中心部での街頭

キャンペーンを行い、肝炎検査の早期受診

などを呼びかけ、大規模のイベントでの無

料肝炎ウイルス検査、さらに今年度は協会

けんぽ・事業所と連携した無料肝炎ウイル

ス検査を行うなどを行っている。その結果

肝炎ウイルス検査数は増加している。それ

にも関わらず、今回の検討では早くから肝

炎対策を重視している高浸淫地区でさえ、

肝炎ウイルス検査の未受検者 (未把握者を

含む)は対象者の 50％以上という状況であ

ることが分かった。同市では未受検者に対

するはがきを送付し勧奨を行っているもの

の効果は十分とはいえず、粘り強い勧奨、

あるいは新たな方法による勧奨を検討する

必要がある。 

 県内の医療機関に向けた肝炎ウイルス患

者紹介に関するアンケートでは専門医療機

関に紹介しない、あるいは紹介が不要と考

える理由として、高齢, 肝機能正常などが

挙がっている。C 型肝炎ウイルスは肝炎だ

けなく心血管系疾患, 糖尿病など他疾患に

も関わることがよく知られており,HCV 陽
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性者では非陽性者に比べ生命予後が低いこ

とが報告されている (Lee MH et al. J 

Infect Dis 2012; 206(4): 469-477.)。ま

た HBV, HCV ともに陽性者では非進行例か

らの肝がん発症の可能性もあり、専門医療

機関への紹介は必須と考えられ、今後紹介

を促すような対策を講じる必要がある。 

 

E. 結論 

肝炎ウイルス検査件数は様々な啓発活動

により増加してきてはいるものの、未受検

者は多数存在することは明らかである。今

後は、多くの検査対象者が存在することが

予想される職域での検査の推進など、他機

関との連携を強化し未受検者を減らしてい

くことが必須である。一方、非専門施設で

は依然多くの肝炎ウイルス陽性者を専門医

療機関に紹介されていないことが分かり紹

介を促す対策が必要である。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

渡辺崇夫、日浅陽一 各都道府県における

肝疾患対策取り組みの現状 愛媛県におけ

る肝疾患対策取り組みの現状 肝臓クリニ

カルアップデート 4(1):107-110:2018. 

2. 学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

ウイルス性肝炎の診療連携体制「佐賀方式」のモデル化に関する研究 

 

研究分担者：江口 有一郎 佐賀大学医学部附属病院 肝疾患センター 特任教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

ウイルス性肝炎からの肝硬変や肝がんの

死亡率を減少させるためには、佐賀県と佐

賀大学医学部附属病院肝疾患センターとで

作成した肝疾患診療のエコシステム、すな

わちステップ 0「予防」、ステップ１「受

検」、ステップ２「受診」、ステップ３

「受療」、ステップ 4「定期検査」の 5 つ

の各ステップを速やかに回すことが重要と

考える。しかしながら、 

(1)妊婦健診で肝炎ウイルス検査が実施さ

れる際に、陽性であっても妊婦に正しく検

査結果が伝わっていない、また伝わってい

ても定期的な専門医の受診に繋がっていな

研究要旨：【背景】ウイルス性肝炎からの肝硬変や肝がんの死亡率を減少させるために

は、「予防」「受検」「受診」「受療」「定期検査」の5つの各ステップが確実かつ速

やかに回すことが重要である。本研究では (1)妊婦健診で実施される肝炎ウイルスの実

施状況（受検）（２）ウイルス排除後のC型肝炎患者の定期検査費助成利用状況（定期

検査）、について検討した。【方法】(１) 2018年10月に県内20市町の保健担当者にア

ンケート調査を行ない、妊婦健診でのウイルス肝炎陽性者の把握を行っているか、保健

指導が行われたことを把握しているか等のウイルス性肝炎の母子感染に関する現状調査

を行った。(２)国が示す定期検査費用の助成制度を利用するためには、医師の診断書が

必要であり、診断書の費用や手続きの手間といった患者の負担があり、佐賀県では制度

の利用数が伸び悩んでいた。そこで佐賀県では事務手続きの見直しや県医師会との連携

による改善の意義と有効性を検討した。【結果】(１) 19市町（95％）で肝炎ウイルス

検査陽性者を把握していたが、産婦人科等で保健指導が行われたかを確認している市町

は16箇所（80％）、母子感染防止措置が実施されたかを確認している市町は17箇所

（85％）であった。(２) 佐賀県では健康増進手帳を医師の診断書の代わりとすること

ができるように県医師会の協力を得た。また、住民票の写しや所得課税証明書の提出を

不要とするなどの手続きの簡素化を行うこと、定期検査助成の利用者数が向上し、年間

延べ945人に達した。しかし、一部の地域や医療機関では依然として利用率は低いとい

う課題が明らかとなった。【結語】佐賀県の肝炎対策における妊婦健診および定期検査

費助成に関して、地域や医療機関毎の取り組み状況の詳細が判明し、課題が明らかとな

った。次年度は課題の解決と優良事例の水平展開を進めていく予定である。 
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い方が存在する。 

(2)C 型肝炎ウイルスでは、インターフェ

ロンフリー治療により高い SVR率が得られ

ているが、SVR 後も定期的な検査を受ける

必要がある。しかしながら、SVR 後は専門

医への定期受診を行なっていない患者も存

在する。 

といった課題がある。本研究では、 

(1)妊婦健診の際の肝炎ウイルス検査に関

する佐賀県内の市町の取り組み状況を明ら

かとし、対策を講ずる。 

(2)SVR 後の定期検査の受検が促進される

仕組みを構築する。 

 ことを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 (１) 母子手帳交付時の肝炎啓発および市

町の取り組み状況 

佐賀大学医学部小児科と協力して妊婦に

対する肝炎やその他の感染症を啓発するリ

ーフレットを作成し、佐賀県の医師会及び

小児科医会、産科医会の協力を得て、妊婦

に対して交付する母子健康手帳に同封する

仕組みを構築している。 

今年度は各市町でのウイルス性肝炎の母

子感染に関する取り組み状況を把握するた

めに、2018 年 10 月に県内全 20 市町の保

健担当者にアンケート調査を行ない、妊婦

健診でのウイルス肝炎陽性者の把握を行っ

ているか、保健指導が行われたことを把握

しているか等の質問を行った。 

(２) 健康増進手帳を用いた佐賀県独自の

定期検査助成の仕組み 

 国が示す定期検査費用の助成制度を利用

するためには、医師の診断書が必要であり、

診断書の代金や手続きの手間といった患者

の負担があり、佐賀県では制度の利用数が

伸び悩んでいた。そこで佐賀県では事務手

続きの見直しや県医師会との連携による改

善を試みた。 

 

C. 研究結果 

(１) 母子手帳交付時の肝炎啓発および

市町の取り組み状況 

19 市町（95％）で肝炎ウイルス検査陽

性者を把握していたが、産婦人科等で保健

指導が行われたかを確認している市町は

16 箇所（80％）（図１）、母子感染防止

措置が実施されたかを確認している市町は

17箇所（85％）（図２）であった。 

 

図１ 

 

図２ 
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(２) 健康増進手帳を用いた佐賀県独自の

定期検査助成の仕組み 

佐賀県では健康増進手帳を医師の診断書

の代わりとすることができるように県医師

会の協力を得ることができた。（図３） 

また、住民票の写しや所得課税証明書の

提出を不要とするなどの手続きの簡素化を

行うことができ、定期検査助成の利用者数

が向上した。（図４） 

図３（健康増進ノート） 

 

 

図４（定期検査費助成申請の推移） 
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D. 考察 

(1)妊婦健診での肝炎検査に対する各市町

の取り組み状況が明らかとなった。取り組

みが不十分な市町に対してさらに詳細な調

査と対策が必要である。 

(2)県と協力して定期検査助成事業の手続

きを簡素化することができ、定期検査の受

検率が上昇した。しかしながら一部の地域

や医療機関においては利用率が依然として

低率であり、要因の解明と解決策の構築が

必要である。 

 

E. 結論 

 佐賀県の肝炎対策における妊婦健診およ

び定期検査費助成に関して、地域や医療機

関毎の取り組み状況の詳細が判明し、課題

が明らかとなってきた。次年度は課題の解

決と優良事例の水平展開を進めていく予定

である。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

 なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

疫学的視点からみた自治体肝炎対策の比較と課題提示に関する研究 

 

研究分担者：田中 純子 広島大学大学院医歯薬保健学研究科 疫学・疾病制御学 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

本分担研究では、各都道府県における肝

炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝癌対

策の現状と課題を把握するために、いくつ

かの都道府県を選び、肝がん死亡の現状、

肝炎ウイルス検査受検状況、各種肝炎・肝

癌対策の取り組み実施率を算出し、視覚化

を試みた。 

 

なお、この分担研究内容は、疫学班（代

表研究者 田中 純子）、指標班（代表研

究者考藤達哉）との共同分担である。 

 

B. 研究方法 

対象とした都道府県は、岩手・神奈川・

石川・京都・広島・愛媛・福岡・佐賀の 8

府県である。 

解析に用いた資料は以下の通りである。 

都道府県別にみた肝癌死亡数、粗肝癌死

亡率（人口動態統計より） 

研究要旨：本分担研究では、各都道府県における肝炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・

肝癌対策の現状と課題を把握するために、岩手・神奈川・石川・京都・広島・愛媛・

福岡・佐賀の8府県の肝炎・肝癌に関する疫学データや対策実施状況の視覚化を試み

た。その結果、以下のことが明らかになった。 

1. 8府県を肝癌死亡率・死亡数4群に分類すると、「死亡数：多、死亡率：高」群は、

京都、広島、愛媛、福岡であり、「死亡数：多、死亡率：低」群は神奈川、「死亡

数：少、死亡率：高」群は佐賀、「死亡数：少、死亡率：低」群は岩手、石川県と

なった。 

2. 人口10万人当たりの【特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査】（保健所・

委託医療機関実施分）数について、8県で比較したところ、佐賀、石川、広島に多い

傾向がみられた。また、保健所による検査数と委託医療機関における肝炎ウイルス

検査数の割合には、都道府県により相違がみられ、佐賀県では特定感染症検査等事

業による実施分が他よりも著しく高い傾向にあった。 

3. 2011年と比べ、2017年のHBVトータル受検率・HCVトータル受検率は、いずれの県も

増加した。 

4. 8県の取り組みや疫学データをレーダーチャートにより「見える化」し、実態把握と

課題を提示した。 
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1. 都道府県別にみた 75 歳未満年齢調整

肝癌死亡率（国立がん研究センターが

ん統計より） 

2. 都道府県別にみた 100 万人当たり肝疾

患専門医数（日本肝臓学会より） 

3. 各自治体における肝炎ウイルス検査の

実績（厚生労働省健康局がん・疾病対

策課肝炎対策推進室） 

4. 肝炎ウイルス検査受検率（平成 23 年

度、平成 29 年度 肝炎検査受検状況実

態把握調査（国民調査）） 

 

○解析に用いた資料、△解析には用いなかった資料、×

未入手 

 

検討した項目と解析方法は以下の通りで

ある。 

１．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

人口動態統計から各都道府県の肝癌死亡

に関するデータを抽出し、以下の項目をグ

ラフ化した。 

 都道府県別にみた肝癌死亡率・肝癌死

亡数の経年推移（2000-2016年） 

 都道府県別にみた肝癌(粗)死亡率、年

齢調整死亡率と肝癌死亡数の散布図

（2012-2016年平均） 

 

２．公的事業による肝炎ウイルス受検者

数（2008-2016年） 

厚生労働省健康局 がん・疾病対策課 肝

炎対策室の「各自治体における肝炎ウイル

ス検査の実績」を健康増進事業実施分、特

定感染症検査等事業実施分に分けて、グラ

フ化した。 

 10 万人当たりの健康増進事業による肝

炎ウイルス検査受検者数の推移 

 10 万人当たりの特定感染症検査等事業

による肝炎ウイルス検査受検者数の推

移 

 

３．肝炎検査受検状況実態把握調査（国

民調査）による検査受検率の増減

（2011年度と 2017年度の比較） 

「平成 23 年度肝炎検査受検状況実態把

握調査」および「平成 29 年度肝炎検査受

検状況実態把握調査」の結果をもとに、都

道府県ごとに受検率の増加率を算出し、グ

ラフ化した。 

 

４．100万人当たりの肝臓専門医数 

日本肝臓学会の肝臓専門医一覧をもとに、

各都道府県における肝臓専門医の数をグラ

フ化した。 

 

５．平成２９年度 厚生労働省 都道府県

肝炎対策取組状況調査（自治体調

査）を用いた各都道府県の肝炎対策

の実施状況（2017） 

厚労省が「自治体におけるウイルス性肝

炎検査受検状況や、ウイルス性肝炎に関す

る正しい知識の普及啓発状況、自治体の肝

炎対策の計画策定状況等についての実態把

握を目的」で行った肝炎対策取組状況調査

（自治体調査）の結果をもとに、8 府県と
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全国の各種肝炎・肝癌対策の実施状況を比

較した。 

 

６．【特定感染症検査等事業による肝炎

ウイルス検査】の受検・受診・受

療・フォローアップのスコア化の試

み 

自治体調査の結果をもとに、以下の方法

で受検・受診・受療・フォローアップのス

コアを作成した。 

 

【受検】17点 

 保健所での肝炎ウイルス検査実施、無

料、利便性を高める取り組み 

 委託医療機関での肝炎ウイルス検査実

施、無料、利便性を高める取り組み 

 職域における肝炎ウイルス検査実施 

 啓発活動の有無、コーディネーターの

活動場所など 

 

【受診】13点 

 保健所での肝炎ウイルス検査の陽性者

通知、フォローアップ、初回精密検査

の勧奨 

 委託医療機関での肝炎ウイルス検査の

陽性者通知、フォローアップ、初回精

密検査の勧奨 

 専門医療機関の機能、2 次医療圏での専

門医療機関指定 

 啓発の有無、コーディネーターの活動

場所 

 医療機関リストの公開など 

 

【受療】8点 

 肝炎対策協議会の議題 

 保健所での肝炎ウイルス検査陽性者の

初回精密検査後の要医療者に対する治

療等の勧奨方法 

 委託医療機関での肝炎ウイルス検査陽

性者の初回精密検査後の要医療者に対

する治療等の勧奨方法 

 啓発の有無、コーディネーターの活動

場所 

 患者手帳など 

 

【フォローアップ】10点 

 保健所での肝炎ウイルス検査陽性者の

フォローアップの継続、確認方法 

 委託医療機関での肝炎ウイルス検査陽

性者のフォローアップの継続、確認方

法 

 啓発の有無など 

 

７．都道府県別にみた肝炎対策取り組み

等スコア（レーダーチャート） 

以下の 13 スコアの「標準化スコア」

（平均 50点、標準偏差 10点となるように

変換）を算出し、都道府県別にレーダーチ

ャートで示した。 

 受検関連スコア 

 受診関連スコア 

 受療関連スコア 

 フォローアップ関連スコア 

 肝癌死亡数（逆数） 

 肝癌死亡率（逆数） 

 100万人当たりの肝臓専門医数 

 HBV認識受検率 

 HCV認識受検率 

 HBVトータル受検率 

 HCVトータル受検率 
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 HBVトータル受検率増加率 

 HCVトータル受検率増加率 

 

C. 研究結果 

１．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

8 府県及び全国の肝癌死亡率と肝癌死亡

数の推移を図 1, 図 2 に、肝癌死亡率と肝

癌死亡数の散布図を図 3に示した。 

8 府県のうち、肝癌(粗)死亡率が高いの

は佐賀、福岡、広島であるが、やや減少傾

向にある。一方、肝癌(粗)死亡率が低い都

道府県では、横ばいしている。 

一方、肝癌死亡数が多いのは福岡、神奈

川、広島であるが、減少傾向にある。 

 

 

図 1. 都道府県別にみた肝癌死亡率の推移 

 

 

図 2. 都道府県別にみた肝癌死亡数の推移 

 

 

 
図 3. 都道府県別にみた肝癌死亡率・肝癌死亡数 

 

 

２．公的事業による肝炎ウイルス受検者

数（2008-2016年） 

8 府県における、20~74 歳人口当たりの

特定感染症検査等事業または健康増進事業

による B 型・C 型肝炎ウイルス検査の受検

者数の推移を図 4～図 7に示した。 

 

 

図 4. 都道府県別にみた 20~74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による B 型肝炎ウイルス検査」人

口 10万人当たりの受検者数の推移 
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図 5. 都道府県別にみた 20~74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による C 型肝炎ウイルス検査」人

口 10万人当たりの受検者数の推移 

 

 
図 6. 都道府県別にみた 40~74 歳人口当たりの「健康増

進事業による B 型肝炎ウイルス検査」人口 10 万

人当たりの受検者数の推移 

 

 
図 7. 都道府県別にみた 40~74 歳人口当たりの「健康増

進事業による C 型肝炎ウイルス検査」人口 10 万

人当たりの受検者数の推移 

 

 

３．肝炎検査受検状況実態把握調査（国

民調査）による検査受検率の増減

（2011年度と 2017年度の比較） 

図 8に 2011年度と 2017年度に行った肝

炎検査受検状況調査による都道府県別にみ

たトータル受検率（認識受検＋非認識受

検）の推移を示した。ほとんどの都道府県

で B 型、C 型ともに 1.1～1.6 倍トータル

受検率が上昇していた。 

 

 
図 8. 肝炎検査受検状況実態把握調査（国民調査）によ

る都道府県別 HBV/HCV トータル受検率の推移：平

成 23年度と平成 29年度の比較 

 

 

４．100万人当たりの肝臓専門医数 

図 9 に 47 都道府県を肝癌死亡率、肝癌

死亡数の高低により 4 群に分けて、人口

100万人当たりの肝臓専門医数を示した。 

 

 

図 9. 肝がん死亡の状況４分類別（2012-2016 年）にみ

た 100万人当たりの肝臓専門医数（2018年） 

 

５．平成２９年度 厚生労働省 都道府県
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肝炎対策取組状況調査（自治体調

査）を用いた各都道府県の肝炎対策

の実施状況（2017） 

表 2に 8府県の肝炎・肝癌対策の実施状

況と 47都道府県の実施率を示した。 

 
表 2. 平成 29 年度厚生労働省 都道府県肝炎対策取組状

況調査による 8 府県および全国における各肝炎・

肝癌対策の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．【特定感染症検査等事業による肝炎

ウイルス検査】の受検・受診・受

療・フォローアップのスコア化の試

み 

図 10 に 47 都道府県の受検・受診・受

療・フォローアップのスコアを示した。 
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図 10. 平成 29 年度厚生労働省 都道府県肝炎対策取組状

況調査をもとにした各都道府県の【特定感染症検

査等事業による肝炎ウイルス検査（保健所・委託

医療機関実施分）】の受検・受診・受療・フォロ

ーアップ関連スコア（案） 

 

 

７．都道府県別にみた肝炎対策取り組み

等スコア（レーダーチャート） 

図 11に 8府県における 13項目の標準化

スコアをレーダーチャートで示した。 

 

図 11-1. 各都道府県の肝炎対策の取り組みスコア（受

検・受診・受療・フォローアップは【特定感

染症検査等事業による肝炎ウイルス検査（保

健所・委託医療機関）】） 

 

 

 

 
図 11-2. 各都道府県の肝炎対策の取り組みスコア（受

検・受診・受療・フォローアップは【特定感

染症検査等事業による肝炎ウイルス検査（保

健所・委託医療機関）】） 

 

 

D. 考察 ＆ E. 結論 

「平成 29年度 都道府県肝炎対策取組状

況調査」による都道府県（8 県：京都、広

島、愛媛、福岡、神奈川、佐賀、岩手、石

川）の肝炎対策の取り組み、【特定感染症

検査等事業による肝炎ウイルス検査】の受

検・受診・受療・フォローアップの状況と、

疫学データと合わせて解析したところ、以

下のことが明らかになった。 

1. 8 府県を肝癌死亡率・死亡数 4 群に分

類すると、「死亡数：多、死亡率：

高」群は、京都、広島、愛媛、福岡で

あり、「死亡数：多、死亡率：低」群

は神奈川、「死亡数：少、死亡率：

高」群は佐賀、「死亡数：少、死亡

率：低」群は岩手、石川県となった。 

2. 人口 10万人当たりの【特定感染症検査

等事業による肝炎ウイルス検査】（保

健所・委託医療機関実施分）数につい

て、8 県で比較したところ、佐賀、石
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川、広島に多い傾向がみられた。また、

保健所による検査数と委託医療機関に

おける肝炎ウイルス検査数の割合には、

都道府県により相違がみられ、佐賀県

では特定感染症検査等事業による実施

分が他よりも著しく高い傾向にあった。 

3. 2011年と比べ、2017 年の HBVトータル

受検率・HCV トータル受検率は、いず

れの県も増加した。 

4. 8 県の取り組みや疫学データをレーダ

ーチャートにより「見える化」し、実

態把握と課題を提示した。 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

ウイルス性肝炎の病診連携指標に関する研究 

 

研究分担者：考藤 達哉  

国立国際医療研究センター肝炎・免疫研究センター 研究センター長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎から肝硬変、肝がんへの移

行者を減らすためには、ウイルス肝炎検査

陽性者を適切に肝疾患専門医療機関、肝疾

患診療連携拠点病院（以下、拠点病院）へ

紹介し、治療の要否を判断することが必要

である。自治体検診等で判明したウイルス

肝炎陽性者が、受診していない現状が明ら

かになっている。病院内の術前検査等で判

明したウイルス肝炎検査陽性者も、消化器

内科、肝臓内科等の専門診療科へ紹介され

ていない現状がある。 

ウイルス肝炎検査陽性者を適切に受診、

受療、治療後フォローを行うために、各地

域の特性に応じた病診連携指標を作成し、

運用することを目的とした。 

研究要旨：肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受

診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）による適切かつ

良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし上記スキームの実施現状調査によると、受検率、肝

炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と適正配置な

ど、十分ではない課題が指摘されている。 

 消化器内科・肝臓内科の肝疾患専門診療科以外の診療科（以下、非専門診療科）で肝

炎ウイルス陽性と判明した患者が専門診療科に紹介されずにフォローされている事例

や、地域において非肝臓専門医（かかりつけ医）に受診した患者が、そのまま専門医療

機関、拠点病院へ紹介されず経過観察されている事例もある。このような院内連携、病

診連携の達成度を評価するために、指標班が作成・運用した肝炎医療指標の中で上記連

携に関する指標を評価した。平成29年度時点で拠点病院における電子カルテ陽性者アラ

ートシステムの導入は57％であった。しかし、電子カルテシステムが導入されていて

も、同システムによる非専門診療科から専門診療科への紹介率は低く（32％）、紹介率

向上に向けての対策が必要である。拠点病院におけるC型肝炎SVR患者へのフォロー指示

率は高く、今後はかかりつけ医から専門医療機関や拠点病院への紹介を円滑に行うため

のシステム等が必要である。次年度の運用を想定して、拠点病院を対象とした病診連携

指標を作成した。 
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B. 研究方法 

「肝炎の病態評価指標の開発と肝炎対策

への応用に関する研究」班（指標班）（研

究代表者：考藤達哉）では、平成 29 年度

に肝炎医療指標（33）、自治体事業指標

（21）、拠点病院事業指標（20）を作成し

た。平成 30 年度には、これらの指標を拠

点病院へのアンケート調査、拠点病院現状

調査（肝炎情報センターで実施）、都道府

県事業調査（肝炎対策推進室で実施）から

評価した。本研究班では、指標班との連携

により、院内連携、病診連携に関係する指

標として電子カルテを用いた院内連携、ウ

イルス肝炎検査陽性者の受診、C 型肝炎治

癒後のフォロー等に関する指標を主に評価

した。 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人

情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12 月 22 日）

を遵守すべき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

１）院内連携関連指標調査結果 

全国拠点病院（平成 29 年度時点で 70 病

院）を対象とした肝炎医療指標調査の中で、

「肝炎ウイルス陽性者受診勧奨システム

（電子カルテによる陽性者アラートシステ

ム）の導入の有無（肝炎-5）」、「同電子

カルテシステムを用いた受診指示の有無

（肝炎-6）」、「同電子カルテシステムを

用いて、消化器内科・肝臓内科以外の診療

科から紹介されたウイルス肝炎患者数（肝

炎-7）」を、院内連携関連指標として評価

した。 

その結果、（肝炎-5）電子カルテシステム

を導入している（57.4％）、（肝炎-6）電

子カルテシステムで受診指示している

（63.5％）であった。また、（肝炎-7）電

子カルテシステムによる非専門診療科から

の院内紹介率は 104 人/329 人（指標値

0.32）と全国的に低く、電子カルテシステ

ムの導入のみでは十分に紹介率が上がらな

い現状が明らかになった。 

２）C型肝炎 SVR後フォロー指示実施率 

同様に肝炎医療指標の中で、「肝線維化に

応じた SVR 後フォローの指示率（肝炎-

14）、「SVR 後フォロー指示実施率（肝炎

-15）」を病診連携に繋がる指標として評

価した。 

全拠点病院での結果は、（肝炎-14）肝線

維化に応じた SVR 後フォロー実施率 7650

人/8552 人（指標値 0.90）、（肝炎-15）

SVR後フォロー指示実施率 8509人/8559人

（指標値 1.00）であり、拠点病院におけ

る SVR後のフォロー指示に関しては極めて

高い達成度であった。 

 

D. 考察 

 拠点病院における院内連携支援として電

子カルテを用いたウイルス肝炎検査陽性者

アラートシステムが期待されている。平成

29 年度時点で同システムの導入は 57％程

度に留まっており、導入率の向上が期待さ

れる。しかし、電子カルテシステムが導入

されていても、同システムによる非専門診

療科から専門診療科への紹介率は低く
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（32％）、紹介率向上に向けての対策が必

要である。拠点病院における病診連携の端

緒となる C型肝炎 SVR 患者へのフォロー指

示率は高く、今後はかかりつけ医から専門

医療機関や拠点病院への紹介を円滑に行う

ためのシステム構築等が必要である。 

 

E. 結論 

今年度の研究成果を踏まえ、次年度に運

用を想定している「病診連携指標」を作成

した。 

（病診連携指標１）肝炎ウイルス患者の

他院から拠点病院への紹介患者率（HBV, 

HCV別） 

（病診連携指標２）肝炎ウイルス患者の

逆紹介率（HBV, HCV別） 

（病診連携指標３）肝疾患診療連携拠点

病院と他院との診療連携率（HBV, HCV

別） 

以上を拠点病院対象に調査する予定である。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

 なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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